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２０２３年（令和５年）３月２９日 

 

法務大臣  齋 藤   健  殿 

 

大阪弁護士会 

会 長  福 田 健 次 

 

要  望  書 

 

 申立人Ｘ氏（以下「申立人」という。）より、当会に対し、人権侵害の事実が

あったとして、適切な救済措置を求める旨の申立がありました。 

 当会において慎重に審査しました結果、人権侵害のおそれがあると認めまし

たので、以下のとおり要望します。 

 

第１ 要望の趣旨 

 被収容者が刑事施設から刑事施設以外の他の留置施設に移送される際、

当該被収容者が自弁物品を引き続き使用する希望がある場合には、 

⑴ 当初刑事施設にあっては同被収容者が自弁していた物品を箱等に封入

し封緘する措置を執るなどし、 

⑵ 同被収容者が留置施設を経て再度刑事施設に移送されたときには同刑

事施設において上記措置を執られた物品を領置せず、自弁物品として使

用させる、 

とする旨の訓令改正等の措置を執るよう要望する。 

 

第２ 要望の理由 

１ 認定した事実 
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⑴ 申立人は京都拘置所にて勾留中（被告人勾留）、以下の物品を自弁購入

した。 
① 電気シェイバー、シャンプー、石鹸、櫛、ヘアゴム、ボールペン、シ

ャープペンシル、消しゴム、筆箱、ノート及びクッキー 
② 便箋及び封筒 

その後、申立人は２０２１年（令和３年）５月２７日に別件にて逮捕さ

れ、大津警察署に移監された。その際、申立人の所有私物もすべて大津警

察署に移されることとなったが、京都拘置所内で自弁購入した物品のう

ち上記①記載のものは箱詰めされ（菓子箱サイズ）、封印の上、「開封厳

禁」と大書された。また、上記②記載のものは手持ち品とされた。 
その後、申立人は、鑑定留置となり、大阪拘置所に移監された。大阪拘

置所では、開封厳禁とされた箱が開封され、京都拘置所にて自弁購入した

物品（上記①及び②）のうち櫛、筆入れ及びノートのみが保管私物として

使用を許され、クッキーは賞味期限があることから廃棄され、その余は領

置物品とされた。 
それで、申立人は髭剃りのためにＴ字剃刀の貸与を受けざるを得ず、ま

た便箋、封筒、ボールペン、シャンプー及び石鹸を再度自弁購入せざるを

得なくなった。 
⑵ 大阪拘置所における運用は、次の通りである。 

① 被収容者が収容される際、所持する物品について、刑事収容施設及び

被収容者等の処遇に関する法律（以下「法」という。）４４条の規定

に基づき検査を行い、同４５条第１項各号に掲げる処分を求める所持

物品に該当しないものについて、同４７条の規定に基づき、被収容者

が使用または摂取することができる物品を同人に引き渡し（保管私物）、

それ以外のものを大阪拘置所長が領置する（領置物品）。 
上記検査の際、多種多様多量の所持物品について、大阪拘置所以前の

他の刑事施設（拘置所）での自弁購入物品であるか否かを確認する作業

はできない。 
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② 刑事施設ではない留置施設（警察署）から大阪拘置所に移送された場

合、留置施設以前の他の留置施設や他の刑事施設の所在履歴を大阪拘

置所が得ているとは限らない（但し、再入所の場合を除く）。 
③ 被収容者が他の刑事施設（拘置所）から大阪拘置所に移送された場合、

被収容者が所持する物品は、既に、法４４条の規定に基づき検査が行

われ、刑事施設内に受け入れられた物品（保管私物または領置物品）

である。移送前に収容されていた刑事施設（拘置所）で使用を許され

ていた自弁物品（保管私物）については、被収容者に係る物品の貸与、

支給及び自弁に関する訓令（法務省矯成訓第３３３９号。以下「訓令」

という。）１５条の定めに基づき、使用を許す。但し、例外として、

その使用を許すことで大阪拘置所の規律及び秩序の維持その他管理運

営上支障を生ずるおそれがある場合を除く。 
④ 被収容者が留置施設（警察署）から大阪拘置所に移送された場合（上

記②の場合）に被収容者が所持する物品については、訓令１５条に該

当しないから、上記①のとおり、法４４条の規定に基づき検査を行う。 
⑶ 訓令１５条（移送時の自弁物品の取扱い）の規定 

刑事施設における自弁物品の被収容者移送時の取扱いについては、訓

令１５条に定めがある。 
訓令によると、刑事施設の長は、被収容者に自弁を許す物品の形状及び

規格を定めることができるとされ（１０条）、したがって、刑事施設ごと

に、自弁を許す物品の形状や規格が異なる場合があり得る。 
その上で、訓令１５条は、「刑事施設の長は、他の刑事施設からの移送

により被収容者が収容される際に、１０条の規定により定めた物品の形

状又は規格と異なる自弁の物品を所持する場合において、当該物品が移

送される前に収容されていた刑事施設において使用又は摂取を許されて

いたものであるときは、当該物品の使用又は摂取を許すものとする。」と

しており、移送前の刑事施設における自弁物品についての特例を設け、た
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とえ形状や規格が異なっていても保管私物としての継続使用が可能とさ

れている。 
しかしながら、たとえ刑事施設にて自弁購入した物品であっても、一旦、

警察署等留置施設に移送された場合には、他の刑事施設からの移送の場

合を規定する訓令１５条の及ぶ範囲ではなく、新規収容と同様の取扱い

となる。 
 

２ 当会の判断 

⑴ 刑事被収容者に保障される権利 

刑事手続において身体拘束を受ける被収容者であっても、自弁物品を

使用する権利は財産権として憲法２９条により保障されており、合理的

な理由なく侵害されてはならない。法は刑事施設の被収容者に対し、金品

の管理方法を定め、施設の長に必要な制約について細目の定めを委任し、

法務大臣がその内容につき訓令を制定しているが、それらの解釈は被収

容者の財産権保障の観点からなされなければならない。 
⑵ 大阪拘置所の取扱いについて 

申立人のように、京都拘置所から一旦警察署の留置施設に移送され、そ

の後大阪拘置所に移送された場合には、訓令１５条に該当しない。したが

って、大阪拘置所が法４４条の規定に基づき、申立人が京都拘置所で使用

していた自弁物品の使用を認めず領置する取扱いをしたことは、法違反

ないし訓令違反ではない。 
しかしながら、刑事施設にて自弁購入した物品が、一旦、警察署等留置

施設に移送されたことによって、刑事施設に収容された際にはもはや自

弁物品とはならず領置物とされ、被収容者が再度同じ物品を自弁購入し

なければならないという扱いは、刑事施設間で移送される場合との比較

で合理的理由のない不平等取扱い（憲法１４条違反）に当たる余地がある。 
確かに、刑事施設は、日々、相当数の被収容者を受け入れ、受入時には、

施設受入物品の検査を一律の基準に基づき行わなければならない。被収
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容者が収容される際に所持する多種多様多量の物品について、それが刑

事施設（拘置所）での自弁購入物品であるか否かを一つ一つ確認する作業

を行うのは不合理である。 
しかし、被収容者が、刑事施設においてその指定する差入業者から指定

物品を自弁購入して得た物品は、被収容者の財産である。しかも、それら

物品は刑事施設内の日常生活において使用する必要があるからこそ購入

したものである。物品が領置されれば所有権は失われないものの、使用機

会そのものが財産権の内容であり守られるべき利益であるから、自弁物

品の継続的な使用が認められないことは、財産権の侵害に当たる。 
⑶ 訓令による自弁物品継続使用の利益の保障の範囲を広げる必要性 

訓令１５条は、被収容者が刑事施設にて自弁購入した物品を他の刑事

施設でも継続使用する利益を認めるものである。刑事施設間の直接移動

であることを前提に、被収容者の所在履歴及び物品の来歴が職務上自明

であるが故の措置である。 
そうであれば、刑事施設間の直接移動でなくとも、物品の来歴が自明で

ありさえすれば、自弁物品を継続的に使用する利益を享受できるよう、保

障される範囲を広げるべきである。 
⑷ 執りうる措置としての拘置所自弁物品の封入と封緘による物品来歴の

証明措置 
本件では、京都拘置所が、申立人の自弁物品を箱詰し、「開封厳禁」と

大書する措置を執っていた。このように、被収容者が刑事施設にて自弁し

た物品があった場合に、逮捕等の理由で警察署等の留置施設に移送され

る際には、被収容者の希望により、当該刑事施設が同被収容者の自弁物品

を一定の大きさの箱に封入し、封緘を施す運用が考えられる。 
警察署等留置施設においても被収容者の希望により開封を望まない場

合は開封せず、刑事施設における封緘のままで次の移送に供するならば、

物品の来歴が明確であるから、再度刑事施設に収容された際にも、自弁物

品として使用を許すことで問題は生じないはずである。 
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このように、法務大臣において訓令の改正を行う等の運用変更により、

本件と同様の事案の発生を防ぎ、もって、被収容者の自弁物品を使用する

利益を保障することが望まれる。 
したがって、要望の趣旨記載のとおり要望する。 

以 上 














